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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第１四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年６月30日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 65,519 15.7 7,142 40.0 7,522 39.6 4,633 48.7
2021年３月期第１四半期 56,644 △17.4 5,102 △26.1 5,389 △24.7 3,116 △24.0
(注)包括利益 2022年３月期第１四半期 5,299百万円(△43.2％) 2021年３月期第１四半期 9,329百万円( 20.5％)

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第１四半期 50.64 ―

2021年３月期第１四半期 34.06 ―
　

　

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第１四半期 270,685 190,541 68.1

2021年３月期 272,223 186,128 66.1
(参考) 自己資本 2022年３月期第１四半期 184,361百万円 2021年３月期 179,827百万円
　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 ― 25.00 ― 27.50 52.50

2022年３月期 ―

2022年３月期(予想) 28.00 ― 28.00 56.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期(累計) 127,500 7.1 11,800 5.8 12,000 5.7 7,600 △4.1 83.06

通期 265,000 5.2 25,500 3.9 26,000 3.6 17,100 0.7 186.88
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無
　

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 無

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 有

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期１Ｑ 91,501,000株 2021年３月期 91,501,000株

② 期末自己株式数 2022年３月期１Ｑ 798株 2021年３月期 716株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期１Ｑ 91,500,207株 2021年３月期１Ｑ 91,500,411株
　

　

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
上記に記載した予想数値は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づくものであります。実際の業績
は、今後様々な要因によって予想数値と異なる可能性があります。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期連結累計期間のわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により、依然として厳しい状況に

あります。

企業収益は同感染症の影響により、一部業種では弱さが見られ、引き続き注視が必要な状況にはありますが、総

じて見れば持ち直しており、顧客企業におけるシステム投資については回復傾向にありました。

当社グループは、2021-2025年度中期事業方針（2021年４月公表）に基づき、「デジタル製造業」「プラットフォ

ーマー支援」「デジタルワークプレースソリューション」「ITアウトソーシング」の４領域について事業成長を牽

引する「注力領域」として定め、お客様のDX推進に伴うニーズを最大限に獲得し、事業拡大を目指してまいりま

す。

デジタル製造業領域の取り組みにつきましては、2021年４月より全社のDXを推進する組織「DX＆イノベーション

センター（DXIC）」内に、「デジタル製造業センター」を設置し、産業領域や鉄鋼領域での知見、IoXソリューショ

ン、エンタープライズ５G等、当社の技術・ノウハウを結集し、製造業のお客様のDX推進支援を進めてまいりまし

た。

デジタルワークプレースソリューション領域の取り組みにつきましては、お客様の新たな働き方の実現に向けた

コンサルティングサービスからITツールの導入まで一貫して提供することでお客様の生産性向上に貢献しておりま

す。今期は電子契約サービス「CONTRACTHUB」（コントラクトハブ）の商業・法人登記オンライン申請での利用開始

等、拡販に向けた取り組みを推進してまいりました。

一方、サステナビリティ・ESGの観点では、ダイバーシティ＆インクルージョン推進の取り組みの一環として、障

がい者の働く場を積極的に創出することを目的とした子会社「株式会社Act.」を2021年４月に設立し特例子会社と

しての認定を受けました。当会社は福利厚生の一部業務、オフィス業務の効率化等を担い、当社グループ社員の働

きやすさ向上に貢献しています。このように、当社は豊かな社会づくりに向けてESGの観点で様々な事業活動に取り

組んでおり、ESG投資のための株価指数である「FTSE4Good Index Series」及び「FTSE Blossom Japan Index」構成

銘柄に３年連続で採用されました。

当第１四半期連結累計期間の売上高は、業務ソリューション、サービスソリューションともに堅調に推移し、

65,519百万円と前年同期（56,644百万円）と比べ8,875百万円の増収となりました。経常利益は、増収の影響等によ

り売上総利益が増益となり、販売費及び一般管理費の増加があったものの、7,522百万円と前年同期（5,389百万

円）と比べ2,133百万円の増益となりました。

（２）財政状態に関する説明

①貸借対照表

（資産の部）

当第１四半期連結会計期間末の資産の部は、前連結会計年度末272,223百万円から1,537百万円減少し、270,685

百万円となりました。主な内訳は、受取手形及び売掛金の減少△24,393百万円、契約資産の増加15,336百万円、

預け金の増加6,545百万円であります。なお、（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （会計方針の変更）

に記載の通り、収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」

に表示していた「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形及び売掛金」と「契約資

産」に区分して表示しております。

（負債の部）

当第１四半期連結会計期間末の負債の部は、前連結会計年度末86,094百万円から5,949百万円減少し、80,144百

万円となりました。主な内訳は、前受金の減少△18,347百万円、賞与引当金の減少△4,744百万円、契約負債の増

加18,329百万円であります。なお、（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項 （会計方針の変更） に記載の

通り、収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示し

ていた「前受金」は、当第１四半期連結会計期間より「契約負債」として表示しております。
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（純資産の部）

当第１四半期連結会計期間末の純資産の部は、前連結会計年度末186,128百万円から4,412百万円増加し、

190,541百万円となりました。主な内訳は、収益認識に関する会計基準等の適用に伴う利益剰余金期首調整1,834

百万円、親会社株主に帰属する四半期純利益4,633百万円、配当金の支払2,516百万円、その他有価証券評価差額

金の増加443百万円であります。その結果、自己資本比率は68.1％となりました。

②資本の財源、資金の流動性に係る情報

（基本方針）

当社グループは将来にわたり競争力を維持強化し、企業価値を高めていくことが重要と考えております。

そのため、最新テクノロジーによるSI業務の生産性向上や、DXビジネスの推進、グローバルビジネスの拡大、

エンゲージメントの高い組織づくり等による事業成長及び広域災害等の事業リスクに備えて内部留保を確保する

とともに、利益配分につきましては株主の皆様に対する適正かつ安定的な配当等を行うことを基本としておりま

す。

配当につきましては、連結業績に応じた利益還元を重視し連結配当性向30％を目安といたします。

（資金需要及び資金調達の主な内容）

当社グループの主要な資金需要は、材料費、外注費、労務費、経費、販売費及び一般管理費等の営業費用並び

に設備投資等であります。これらの資金需要につきましては自己資金により充当しております。

手許の運転資金につきましては、当社及び一部の国内子会社において当社のキャッシュマネージメントシステ

ム（CMS）を導入することにより、各社における余剰資金を当社へ集中し、一元管理をしております。また、当社

は、日本製鉄㈱のCMSを利用しており、当第１四半期連結会計期間末は80,076百万円を預け入れております。

突発的な資金需要に対しては、大手各行及び親会社である日本製鉄㈱に対し当座借越枠を確保することにより、

流動性リスクに備えております。

（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

連結業績予想につきましては、前回予想（2021年４月28日）から変更ありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,255 5,773

預け金 73,530 80,076

受取手形及び売掛金 61,074 36,680

契約資産 － 15,336

有価証券 1,000 2,000

仕掛品 28,344 24,148

原材料及び貯蔵品 42 37

その他 2,612 2,923

貸倒引当金 △25 △22

流動資産合計 171,834 166,954

固定資産

有形固定資産 19,572 22,027

無形固定資産

のれん 2,923 2,807

その他 2,116 2,269

無形固定資産合計 5,040 5,076

投資その他の資産

投資有価証券 65,036 65,916

その他 10,788 10,759

貸倒引当金 △48 △48

投資その他の資産合計 75,776 76,626

固定資産合計 100,388 103,731

資産合計 272,223 270,685

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 15,884 13,392

未払法人税等 3,753 2,752

前受金 18,347 －

契約負債 － 18,329

賞与引当金 9,553 4,808

その他の引当金 2,549 1,280

その他 10,605 11,044

流動負債合計 60,694 51,607

固定負債

役員退職慰労引当金 149 82

退職給付に係る負債 10,956 11,146

資産除去債務 63 2,909

その他の引当金 173 162

その他 14,057 14,235

固定負債合計 25,400 28,536

負債合計 86,094 80,144
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2021年６月30日)

純資産の部

株主資本

資本金 12,952 12,952

資本剰余金 9,950 9,950

利益剰余金 118,600 122,552

自己株式 △2 △2

株主資本合計 141,501 145,453

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 38,310 38,754

為替換算調整勘定 15 153

その他の包括利益累計額合計 38,325 38,908

非支配株主持分 6,301 6,179

純資産合計 186,128 190,541

負債純資産合計 272,223 270,685
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

売上高 56,644 65,519

売上原価 ※１ 44,404 ※１ 50,684

売上総利益 12,239 14,834

販売費及び一般管理費 ※１ 7,136 ※１ 7,692

営業利益 5,102 7,142

営業外収益

受取利息 46 52

受取配当金 204 164

為替差益 13 －

投資事業組合運用益 34 110

その他 76 129

営業外収益合計 375 457

営業外費用

支払利息 2 1

持分法による投資損失 4 7

固定資産除却損 5 0

為替差損 － 46

特別調査費用等 71 －

その他 4 19

営業外費用合計 88 76

経常利益 5,389 7,522

特別利益

投資有価証券売却益 822 －

特別利益合計 822 －

特別損失

オフィス整備費用 910 －

特別損失合計 910 －

税金等調整前四半期純利益 5,301 7,522

法人税等 2,095 2,810

四半期純利益 3,205 4,711

非支配株主に帰属する四半期純利益 88 78

親会社株主に帰属する四半期純利益 3,116 4,633
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四半期連結包括利益計算書

第１四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第１四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年６月30日)

四半期純利益 3,205 4,711

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 6,273 443

為替換算調整勘定 △149 144

その他の包括利益合計 6,123 588

四半期包括利益 9,329 5,299

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 9,244 5,216

非支配株主に係る四半期包括利益 85 83
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

連結の範囲の重要な変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立した株式会社Act.を連結の範囲に含めております。

（会計方針の変更）

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

「収益認識に関する会計基準」等

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、権利を得ると見込む対価の額で収益を認識することとしております。これにより、受注制作のソフトウェア

に関して、従来、進捗部分について成果の確実性が認められる契約については工事進行基準（進捗率の見積りは

原価比例法）を、その他の契約については工事完成基準を適用しておりましたが、財又はサービスに対する支配

が一定の期間にわたり顧客に移転する場合には、履行義務を充足するにつれて財又はサービスの対価の額を、一

定の期間にわたり収益を認識する方法に変更しております。履行義務の充足に係る進捗度の測定は、各報告期間

の期末日までに発生した原価が、予想される原価見通しの合計に占める割合に基づいて行っております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従って

おり、当第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、当第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。この

結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は2,508百万円増加、売上原価は2,099百万円増加、営業利益は409百

万円増加、経常利益及び税金等調整前四半期純利益はそれぞれ406百万円増加しております。また、利益剰余金

の当期首残高は1,834百万円増加しております。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示してい

た「受取手形及び売掛金」は、当第１四半期連結会計期間より「受取手形及び売掛金」と「契約資産」に区分し

て表示しております。また、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動負債」に表示していた「前受

金」は、当第１四半期連結会計期間より「契約負債」として表示しております。

なお、収益認識会計基準第89-２項に定める経過的な取扱いに従って、前連結会計年度について新たな表示方

法により組替えを行っておりません。さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号2020

年３月31日）第28-15項に定める経過的な取扱いに従って、前第１四半期連結累計期間に係る顧客との契約から

生じる収益を分解した情報を記載しておりません。

「時価の算定に関する会計基準」等

　「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を当第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基

準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与

える影響はありません。
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（会計上の見積りの変更）

当第１四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

資産除去債務の見積額の変更

当社グループにおける本社地区の新川と虎ノ門の２拠点体制化を始めとした、オフィスの再編成及びオフィス

環境の整備が完了したこと、並びにテレワークの積極活用によるオフィス環境の変化を背景として、当社グルー

プにおけるオフィスの利用期間について従来の見積り前提を見直しております。

このことから、当第１四半期連結会計期間において不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務に対応する資産除去

債務について、退去時に必要とされる原状回復費用及びその使用見込期間に関して見積りの変更を行いました。

　この見積りの変更により、資産除去債務残高が2,846百万円増加し、従来の方法に比べて当第１四半期連結累

計期間の営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益は74百万円減少しております。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

該当事項はありません。

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

当第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

税金費用の計算

当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用しております。

（追加情報）

当第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

実在性を確認できない取引に関する事項

当社は2019年11月中旬、国税当局による税務調査の過程で、当社の一部の物販仕入販売型取引に関し、

その実在性に疑義が生じたことから特別調査委員会を設置し調査をいたしました。その結果、実在性を確

認できない取引が明らかとなったため、当該取引を取り消し、入金額及び出金額を仮受金46,404百万円及

び仮払金44,753百万円として計上するとともに、その純額1,650百万円をその他固定負債に含めて表示し

ております。

なお、四半期連結決算日後の2021年７月27日付で、上記仮払金の対象となった取引のうちの一部の取引

先から1,275百万円の返還を受けております。

また、上記の他、受発注済みの未処理案件があり、当該案件に関連して2020年３月31日に訴訟を提起さ

れております。詳細は四半期連結貸借対照表注記偶発債務をご参照ください。

これらの今後の状況によっては当社の財政状態や経営成績に影響を与える可能性があります。
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（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結累計期間

(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

偶発債務

当社は、みずほ東芝リース株式会社より、2020年３月31日付（当社への訴状送達日は、2020年６月24

日）で、東京地方裁判所にて、違約金請求訴訟の提起を受けました。なお、同訴訟については、2021年1

月18日付で、予備的請求として、売買契約に基づく代金支払請求を追加する旨の訴えの変更がなされてお

ります。

同訴訟は、同社が、2019年８月、当社との間で、当社が同社よりサーバ及びその周辺機器等を購入する

旨の売買契約（以下「本売買契約」）を締結したところ、同年11月に当社が本売買契約を解約した旨主張

して、当社に対し、当該売買代金と同額の違約金を請求するとともに、予備的に、本売買契約に基づき当

該売買代金を請求するものであり、請求額は10,926百万円及びこれに対する遅延損害金です。当社としま

しては、当該請求の棄却を求めるなど、適切に対応して参ります。

当事実が今後の当社グループの財政状態や経営成績に影響を及ぼす可能性がありますが、現時点ではそ

の影響額を合理的に見積もることは困難であるため、四半期連結財務諸表には反映しておりません。

（四半期連結損益計算書関係）

※１ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費は、次のとおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日

　 至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　 至 2021年６月30日）

503百万円 407百万円

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれん償却額は、次の

とおりであります。

前第１四半期連結累計期間
（自 2020年４月１日
至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　 至 2021年６月30日）

　減価償却費

　のれん償却額

1,564百万円

116百万円

1,234百万円

116百万円

　



日鉄ソリューションズ株式会社(2327) 2022年３月期 第１四半期決算短信

－ 11 －

（株主資本等関係）

前第１四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年５月15日
取締役会

普通株式 2,973 32.50
2020年
３月31日

2020年
６月５日

利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年６月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の
総額

（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年５月13日
取締役会

普通株式 2,516 27.50
2021年

３月31日

2021年

５月31日
利益剰余金

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間の末日後となるもの

　該当事項はありません。

（セグメント情報等）

当社及び当社グループは情報サービス単一事業のため、セグメント情報の記載を省略しております。

（収益認識関係）

売上収益は顧客に提供するサービスの種類により、「業務ソリューション事業」「サービスソリューション事

業」に分解しております。売上収益はすべて顧客との契約から生じたものであり、売上収益分解は次のとおりであ

ります。

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間

（自 2021年４月１日
至 2021年６月30日）

業務ソリューション事業 43,244

サービスソリューション事業 22,275

合計 65,519

（注） グループ会社間の内部取引控除後の金額を表示しております。

業務ソリューション事業

「業務ソリューション事業」においては、業種・業務に関する豊富な知識と経験を基に、顧客ニーズに応える

システムライフサイクルトータルでのソリューションを提供しております。

サービスソリューション事業

「サービスソリューション事業」においては、ミッションクリティカルな要求に応えるプラットフォーム構築

技術と高度な運用ノウハウを組み合わせたITインフラソリューション及びアウトソーシングサービスを提供して

おります。また、日本製鉄㈱向けには、複雑な鉄鋼製造プロセスをノンストップで支える生産管理システム等の

運用管理を全面的に行うとともに、各種情報システムの企画・開発を含めたフルアウトソーシングサービスを提

供しております。
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（１株当たり情報）

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第１四半期連結累計期間

（自 2020年４月１日
　 至 2020年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2021年４月１日

　 至 2021年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 34円06銭 　50円64銭

（算定上の基礎）

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（百万円） 3,116 4,633

普通株主に帰属しない金額（百万円） ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する

四半期純利益金額（百万円）
3,116 4,633

普通株式の期中平均株式数（株） 91,500,411 91,500,207

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　


